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経済・働き方
○実質GDP成長率は高度経済成長期には６～１０％超、オイル

ショックで急激に物価が上昇。

実質GDP成長率、物価上昇率、現金給与総額の増減率

資料：平成２３年版 厚生労働白書

○女性の半数以上が非正規雇用であり、近年は男性も非正規雇用の割合が増加。

雇用形態別雇用者の変化

資料：平成２３年版 厚生労働白書
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○完全失業率は１％前後で１９７０年代まで推移、近年急激に上昇。

完全失業率と有効求人倍率の推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書

○若年者の完全失業率は依然として厳しい状況。

若年者の完全失業率の推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書
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○不安定な形態の就労に従事している若年者は依然として多い。

フリーターの数の推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書

ニートの数の推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書
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○単身世帯が増加する一方で、「夫婦と子」、三世代同居等の「その
他」の世帯は減少。家族・家庭

家族類型別一般世帯数と平均世帯人員の推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書

○単身世帯は今後も増加が予測。そのうち、高齢者の単身世帯も増加。

単身世帯（高齢者単身世帯） 三世代同居の推移単身世帯（高齢者単身世帯）、三世代同居の推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書
4



○生涯未婚率は男女とも上昇傾向にあり、今後もさらに上昇。

生涯未婚率の推移涯 婚 推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書

○離婚件数は増加傾向にあり、とりわけ妻が未成年の子の親権を行う離婚が増加。

離婚件数と親が離婚した未成年の子の数の推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書
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○高等学校等進学率は1970年代に90％を超え、現在は２人に１人が
大学に進学。教育・養育

進学率の変化

資料：平成２３年版 厚生労働白書

○小中学校における不登校児童生徒数は約１１万５千人。

不登校児童生徒数（小・中学校）の推移

資料：文部科学省 平成22年度「児童生徒の問題行動等生徒
指導上の諸問題に関する調査」
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○全国の児童相談所で対応した児童虐待相談対応件数は、増加傾向にあり、平成２２年度
では、５５，１５４件。

児童虐待相談対応件数の推移

55,154

資料：厚生労働省 「平成22年度 福祉行政報告例」

注）：平成２２年度は、東日本大震災の影響により、宮城県、福島県を除いて集計した数値である。

社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会
で指摘した虐待による死亡が生じ得るリスク要因

資料：厚生労働省 社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会
第７次報告 「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」7



人口構造の変化 ○総人口は増加傾向から減少傾向へ。
○高齢者人口の増加・生産年齢人口の減少。

人口構造の変化

資料：内閣府「平成23年版子ども・子育て白書」

○出生数は急激に低下。

出生者数の推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書
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平均寿命（年）
平 均 寿 命

寿命の変化 ○平均寿命は延伸。

平均寿命（年）
平 均 寿 命

日本の平均寿命

女 86.39歳日本

男 79.64歳女

日本

男男

資料：厚生労働省
「平成22年簡易生命表の概況」

○健康寿命は延伸。

健康寿命（WHO方式）の国際比較健康寿命（WHO方式）の国際比較

（年）
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資料：総務省統計局「世界の統計2010」を
もとに作成

出典：WHO,World Health Statistics 200974
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健康寿命 平均寿命

→ 都道府県分布（平成21年）平成17年 平成21年

各種指標による健康寿命の推移

都道府県分布（平成 年）

平均自立期間（65歳時） 男性 16.66 → 17.24 （年） 15.34～17.94（年）

女性 20.13 → 20.48 （年） 19.33～21.38（年）

→ 都道府県分布（平成19年）

日常生活に制限のない平均期間 男性 68.49 → 70.74 （年） 68.95～72.53（年）

平成 年 平成 年

平成７年 平成19年

女性 72.12 → 74.11 （年） 72.83～75.96（年）

→ 都道府県分布（平成19年）

自覚的に健康な平均期間 男性 68.54 → 69.72 （年） 67.43～71.31（年）

女性 72.00 → 72.93 （年） 71.36～74.90（年）

都道府県最小値 最大値

平成７年 平成19年

→

都道府県最小値・最大値
（平成21年）

自立調整健康余命（65歳時） 男性 16.47 → 16.89 （年） 15.59～17.60（年）

女性 19.90 → 20.18 （年） 19.29～21.08（年）

平成14年 平成21年

資料：「健康日本２１」最終評価
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○1970年代以降急上昇する高齢者の受療率。疾病構造等の変化

年齢階級別に見た受療率（人口10万対）の年次推移（入院）

資料：平成２３年版 厚生労働白書

○医療の進歩により、結核等の感染症による死亡が減少。がん等の生活習慣病が増加。

死因で見た死亡率の推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書
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○要介護認定者数は増加。特に、軽度、中程度の者の増加率が高い。

要介護度別認定者数の推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書

○サービス受給者数は、１０年で約２５４万人（１７０％）増加。
○特に、居宅サービスの伸びが大きい。（１０万で２０３％増）

介護サービス受給者数の推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書
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国民医療費及び老人医療費の年次推移

○急増する老人医療費。社会・くらし
国民医療費及び老人医療費の年次推移

資料：平成２３年版 厚生労働白書

○OECD加盟国の中で、我が国の保健医療支出のGDP比および一人当たりの総保健医療
支出は平均をやや下回る。

OECD加盟国の医療費の状況（2008年）

資料：平成２３年版 厚生労働白書
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○平成２１年の「相対的貧困率」は１６．０％、「子どもの貧困率」は１５．７％。

貧困率の年次推移

資料：厚生労働省 「平成22年 国民生活基礎調査の概況」

○生活保護受給者数は過去最高の２０５万人（平成２３年７月時点）。

資料：厚生労働省 「平成２２年度福祉行政
報告例の概況」

資料：厚生労働省 「福祉行政報告例
（平成２３年７月分概数）」
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○自殺者は平成１０年に急増し、その後年間３万人程度の高い水準で推移。
○自殺は様々な要因が重なって生じるが、精神疾患、中でもうつ病、統合失調症、依存症

は特に自殺の大きな要因と考えられている。

日本の自殺の現状

は特に自殺の大きな要因と考えられている。

資料：平成２３年版 厚生労働白書

「過労死」等及び精神障害等の労災補償状況
（2006（平成18）～2010（平成22）年度）（2006（平成18）～2010（平成22）年度）

資料：平成２３年版 厚生労働白書

脳血管疾患及び虚血性心疾患等（「過労死」等事案）の労災補償状況 精神障害等の労災補償状況

資料：平成２３年版 厚生労働白書

資料：厚生労働省 「平成22年度 脳・心臓疾患および精神障害などの労災補償状況まとめ」
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○約７割が悩みや不安を感じている。

日常生活での悩みや不安

資料：平成２３年版 厚生労働白書

○以前は自分や家族の健康についての悩みが多かったが、最近は「老後の生活設計」「自
分の健康」「今後の収入や資産」についての悩みが多い。

悩みや不安の内容

資料：平成２３年版 厚生労働白書
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平均寿命と1960～2009年に伸びた年数世界の中の日本

資料：Health at a Glance 2011

OECD加盟国における成人の肥満の増加

資料：Health at a Glance 2011
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OECD加盟国における1960～2009年のGDP中の健康関連支出加盟国における 年の 中の健康関連支出

資料：Health at a Glance 2011
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